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要 旨
2014年6月、国際会計基準審議会は、「農業：果実生成型植物（IAS第16号と
IAS第41号の修正）」を公表し、生物資産のうち果実生成型植物には、国際会計
基準第16号「有形固定資産」が適用されることとなった。この基準の修正は、ア
ジア・オセアニア会計基準設定主体グループをはじめとする諸団体の果実生成型植
物の会計処理に対する懸念を改善したものの、「果実生成型植物のもとで成長する
果実の会計処理」という新たな問題を浮き彫りとした。
Ⅰ はじめに
2014年6月、国際会計基準審議会（InternationalAccountingStandardsBoard,IASB）
は「アジェンダ・コンサルテーション2011」のプロジェクトの1つであった「農業：果
実生成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正）」を公表し、その審議の結果、2016
年1月1日以後に開始する事業年度より、生物資産のうち果実生成型植物 1には、国際会
計基準（InternationalAccountingStandards,IAS）第41号「農業」に代わり、IAS
第16号「有形固定資産」を適用している。
このプロジェクトは、マレーシア会計基準審議会（MalaysianAccountingStandards
Board,MASB）をはじめとするアジア・オセアニア会計基準設定主体グループ（Asian-
OceanianStandard-SettersGroup,AOSSG）2が、生物資産に公正価値測定を適用する
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1 果実生成型植物とは、次の要件を満たす「生きている植物」である（IASB2014a,p.4）。
（a）農産物の生産または供給のために使用される
（b）1会計期間を超えて収穫をもたらすことが見込まれる
（c）偶発的な廃棄による売却を除き、生きたまま、もしくは農産物として売却する見込みがほとんどない
2 アジア・オセアニア会計基準設定主体グループ（AOSSG）とは、アジア・オセアニア地域の会計基準
設定主体が集まったグループである（AOSSG2015,http:/www.aossg.org,2015年5月21日アクセス）。
ことへの懸念をIASBに示したことにより取り組まれた。
現行のIAS第41号は、生物資産と農産物に対して公正価値による測定を求めている3。
しかしながら、成熟した果実生成型生物資産（BearerBiologicalAsset,BBA）4は機械
等の有形固定資産と同様の性質を有していること、また、BBAを取引する市場が存在し
ない中で、BBAに公正価値測定を適用することへの懸念より、AOSSGワーキング・グ
ループ 5は、BBAに対してIAS第16号に準拠した取得原価による会計処理の適用を求
めていた。
この基準の修正を行う過程においてIASBは、2013年6月、公開草案「農業：果実生
成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正案）」（以下、「ED［2013］」とする）を公表
した。ED［2013］に対して72のコメントが寄せられ6、果実生成型植物の会計処理に関
して検討すべき主要な問題点が2つ、浮き彫りとなった。それは、「果実生成型植物のもと
で成長する果実の会計処理」と「果実生成型植物を『成熟』とみなすタイミング」である。
そこで、本稿第2章では「果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理」を、第3
章では「果実生成型植物を『成熟』とみなすタイミング」について検討することにより、
果実生成型植物の会計処理に係る問題点について、望まれる今後の対応を明らかにする。
Ⅱ 果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理
現行のIAS第41号によると、果実生成型植物のもとで成長する果実は、当該果実が収
穫されたときに「農産物」として、売却費用控除後の公正価値で測定される（par.13）。
しかし、今回の基準の修正の結果、果実生成型植物のもとで成長する果実は「消費型生物
資産」（ConsumableBiologicalAsset,CBA）とみなされ、当該果実は「果実が成長を始
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3 生物資産とは「生きている動物又は植物」であり、農産物とは「企業の生物資産からの収穫された成
果物」である（IAS第41号,par.5）。
4 果実生成型生物資産（BBA）とは、消費型生物資産以外の生物資産であり、消費型生物資産（CBA）
とは、「農産物として収穫されるか、又は生物資産として販売可能な生物資産」である（IAS第41号,
par.44）。
5 2010年9月に行われたAOSSGの会議で、AOSSGワーキング・グループが結成され、構成国は、中
国、香港、インド、インドネシア、韓国、マレーシアである（AOSSG2011,p.7）。
6 公開草案「農業：果実生成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正案）」（ED［2013］）に対して
72のコメントが寄せられ、IASBのスタッフペーパーにおいて、ED［2013］のコメント回答者の組織形
態および団体の所在地域が公表されている（IASB2014b,par.4）。なお、本稿での検討項目に対する
ED［2013］のコメント回答者は付録Aに記載しており、本稿は、それらをもとに検討している。
めたとき」から公正価値で測定される（IASB2014a,p.4）。ED［2013］のコメント回答
者の約半数が、この会計処理に対して支持を示さなかった（IASB2014b,par.104）。
表1は、果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理に関してコメントを寄せた
ED［2013］のコメント回答者を、組織形態別、また、地域別に示している。
表1より、果実生成型植物のもとで成長する果実を「果実が成長を始めたときから公
正価値で測定する」ことに関して懸念を示したED［2013］のコメント回答者のうち、組
織形態別の観点からはプランテーション保有企業が多く、地域別ではアジアが多いことが
わかる。また、プランテーション保有企業の中でも、ヨーロッパに所在する企業の値が最
も高いことも注目すべき点である。
表1で示した9社あるプランテーション保有企業のうち、7社がアジアにプランテーショ
ンを保有しており、そのプランテーションの主な所在国は、インドネシアもしくはマレー
シアである。つまり、ヨーロッパに所在するプランテーション保有企業も、実際の農業活
動は「アジア」で行っている。ゆえに、果実生成型植物のもとで成長する果実に対する懸
念は、アジア、特に東南アジアにおいて強いと考えられる。
また、果実生成型植物のもとで成長する果実に関して意見を述べたED［2013］のコメ
ント回答者のうち、公認会計士協会等の会計に関連する団体（AccountingBody）と会計
基準設定主体（StandardSetter）（以下、両組織をあわせて「会計関連団体」とする）か
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（出所）ED［2013］に対して寄せられたコメントより作成。
表１ 果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理に関して指摘したED［2013］のコメント回答者
らの指摘も多く、プランテーション保有企業の数とあわせると、果実生成型植物のもとで
成長する果実に関する意見を述べたED［2013］のコメント回答者の約65％を占める。
ここから、果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理に係るED［2013］での言及
が、理論と実務の両方の面で受け入れ難いものであると推測する。
そこで、プランテーション保有企業と会計関連団体がなぜ、そのような意見を述べたの
か、また、果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理方法の提案について検討する。
１ プランテーション保有企業の見解
果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理に関する指摘を述べたプランテーショ
ン保有企業9社の、果実生成型植物のもとで成長する果実の捉え方には2通りある。
9社のうち4社は、果実生成型植物のもとで成長する果実を、成長段階にある「仕掛品」
として、残りの5社は、成長段階にある「農産物」として捉えている。
果実生成型植物のもとで成長する果実の捉え方は異なるものの、当該果実に公正価値
測定を適用することがふさわしくないと考える理由は、9社とも共通している。それは、
果実生成型植物のもとで成長する果実の数量や異なった成長過程にある果実の生物学的
変化を実査することは不可能であり、また、異なった成長段階にある果実のための市場
がない中で決定される当該果実の価格も「判断」の要素が強くなるため、測定された公
正価値の主観性が強くなることである。
果実生成型植物のもとで成長する果実に公正価値測定を適用することへの懸念は同じ
であるが、果実生成型植物と当該植物のもとで成長する果実の性質を異なる観点から捉
えていることにより、2つの異なる会計処理が提案されていると考えられる。
まず、果実生成型植物のもとで成長する果実を仕掛品とみなすプランテーション保有
企業は、果実生成型植物は「繰り返し」果実を生成することに着目し、「果実生成型植
物＝有形固定資産」として捉えている。つまり、この提案では農業活動特有の性質を考
慮せず、当該果実に対して、IAS第2号「棚卸資産」に基づく会計処理を提案してい
る。
果実生成型植物がIAS第16号の適用範囲内となり、果実生成型植物という有形固定
資産のもとで成長する、成長段階にある果実を仕掛品としてみなすことは、機械という
有形固定資産から生産される製品のうち、生産途中であるものを仕掛品とすることとの
首尾一貫性を保持している。
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一方、果実生成型植物のもとで成長する果実を成長段階にある農産物として捉えるこ
とは、農業活動特有の性質を考慮した考え方だといえる。そのため、農業活動に関する
会計処理を定めているIAS第41号に基づき、公正価値測定が提案されていると考える。
２ 会計関連団体の見解
果実生成型植物のもとで成長する果実に関して、10の会計関連団体が指摘しており、
表2では、AOSSGを除く会計関連団体の果実生成型植物のもとで成長する果実の会計
処理に関する提案を示している。なお、AOSSGに関しては別途検討を行う。
会計関連団体からの提案には2つのパターンがある。1つは、果実生成型植物のもと
で成長する果実全体に対する提案であり、もう1つは、そのような果実の中でも、年
間を通じて収穫できる果実に対する提案である。
指摘されている果実の範囲に相違はあるものの、表2で示したすべての会計関連団
体が同じ理由を根拠としている。それは、各会計関連団体が指摘した範囲における果実
生成型植物のもとで成長する果実が成長段階にある場合、当該果実を公正価値で測定す
ることは信頼性に欠けるということであり、これは、プランテーション保有企業9社
が示す理由と一致している。しかしながら、表2からも明らかであるように、会計関
連団体が提案する当該果実の会計処理方法は様々である。
「農業：果実生成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正）」が公表された際、
IASBのフーガーホースト（HansHoogervorst）議長が、MASB、AOSSG、そして新
興経済国協議グループ（EmergingEconomiesConsultativeGroup）の有用なインプッ
トに対し感謝の念を示したように（IASB2014c,p.1）、この基準の修正に関して、
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（出所）ED［2013］に対して寄せられたコメントより作成。
表２ 会計関連団体の果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理に関する提案
AOSSGは多くの意見をIASBに対して発信してきた。そこで、果実生成型植物のもと
で成長する果実に関するAOSSGの見解を検討する。
３ AOSSGの見解
AOSSGは、ED［2013］に対するコメントとして、果実生成型植物のもとで成長す
る果実の公正価値測定の時期を、果実が成長を始めたときからではなく「収穫時」とし、
IAS第41号に基づき会計処理を行うことを提案している。その理由に、果実生成型植
物と当該植物のもとで成長する果実のそれぞれに適用される会計処理方法があげられる。
成熟した果実生成型植物は、IAS第16号に従い、原価モデルか再評価モデルのいず
れかによって会計処理が行われ、企業が再評価モデルを選択した場合、期首と期末にお
ける公正価値の変動額はその他の包括利益に計上される。一方、果実生成型植物のもと
で成長する果実は、IAS第41号に従い公正価値で成長と共に測定され、期首と期末に
おける公正価値の変動額は純損益に計上される。
このような異なる処理を行うことは、財務諸表の複雑性を強めてしまうため、果実生
成型植物と当該植物のもとで成長する果実は、果実が農産物として収穫されるまで区別
されるべきではないという見解をAOSSGはもっている。
４ IASBの決定
プランテーション保有企業や会計関連団体から様々な意見が寄せられたが、IASBの
決定はED［2013］で示された提案から変更されなかった。その理由は次の通りである。
IASBは、果実生成型植物のもとで成長する果実を、当該果実の成長と共に公正価値
で測定することは、将来、企業が認識するであろうキャッシュ・フローに関する、財務
諸表利用者にとって有用な情報を提供し、また、果実生成型植物のもとで成長する果実
を公正価値で測定することが困難な場合もあることを認識しながらも、地中で成長する
農産物にとっても同様の困難がある場合があると述べている（IASB2014a,p.9）。
そこでIASBは、当初認識時において果実生成型植物のもとで成長する果実の公正価
値が信頼性をもって測定できない場合、IAS第41号パラグラフ30で示されている例
外規定を適用し7、取得原価で測定することを提案している（IASB2014a,p.9）。つ
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7 IAS第41号パラグラフ30によると、生物資産の公正価値が信頼性をもって測定できない場合、当初
認識時に限り、原価償却累計額および減損損失累計額を控除した取得原価で測定することができる。
まり、果実生成型植物のもとで成長する果実は、当初認識時は「公正価値」と「取得原
価」のいずれかでの測定が可能となり、当初認識後の測定は、公正価値によって行うこ
とになる（IAS第41号,par.12,par.30）。
果実生成型植物のもとで成長する果実を公正価値で測定することは、経営者の判断と
見積りが多く求められるため、主観性が強くなることが、ED［2013］のコメント回答
者の指摘であった。一方、取得原価で当該果実を測定する場合、発生した費用は果実生
成型植物と当該植物のもとで成長する果実に配賦することが求められ、この配賦を行う
ことも、経営者の判断と見積りを伴うこととなる（IASB2012,par.91）。つまり、果
実生成型植物のもとで成長する果実を公正価値、取得原価のいずれの方法で測定するに
せよ、当該果実の成長と共に測定することは判断と見積りが発生するため、IASBの見
解は、ED［2013］のコメント回答者が寄せた指摘の根本的解決とはなり難いと考える。
一方、果実生成型植物のもとで成長する果実を収穫時に公正価値で測定するならば、
当該果実は農産物として収穫され、販売できる状態であるため、売却するための市場が
存在する。その場合、当該果実の公正価値測定を行う際の問題点である判断と見積りが
発生しないため、公正価値を客観的な値として入手することができると考えられる。
これらのことより、果実生成型植物のもとで成長する果実を、「成長と共に」公正価
値測定を行うことの意義を見出すことは難しく、多くのプランテーション保有企業や、
東南アジアを中心とした農業活動が主要産業である国の会計関連団体から指摘されてい
ることを踏まえると、今後、検討と改善の必要性を見出すことができる。
Ⅲ 果実生成型植物を「成熟」とみなすタイミング
果実生成型植物をIAS第16号に基づいて会計処理すると、測定の対象となる「果実生
成型植物」が、「経営者が意図した方法で稼動可能にするために必要な場所及び状態」に
なるまで、費用は取得原価として累積され、その状態になったとき、当該果実生成型植物
は成熟したとみなされ、減価償却が開始する（par.20,par.55）。そのため、果実生成型
植物をいつの時点をもって成熟とみなすか、明確にする必要がある。
表3は、果実生成型植物の未成熟と成熟の区別について指摘をしたED［2013］のコメ
ント回答者である。
表3よると、未成熟と成熟の区別について指摘をしたED［2013］のコメント回答者は、
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公認会計士協会等の会計に関連する団体や会計基準設定主体、および会計事務所が多い。
その一方で、プランテーション保有企業を含む財務諸表作成者からの指摘は少ない。果実
生成型植物を、理論上、成熟としてみなすことは困難であるが、成長段階にある果実の公
正価値測定とは異なり、未成熟と成熟に区別することは、実務においては困難ではないの
かもしれない。
そこで、果実生成型植物を成熟とみなすタイミングについての会計関連団体および会計
事務所とAOSSGの見解について検討した上で、IASBの決定について検討する。その後、
プランテーション保有企業の財務諸表を用いて、検討を加える。
１ 会計関連団体および会計事務所の見解
果実生成型植物を成熟とみなすタイミングについて、22の会計関連団体および会計
事務所から指摘があった。AOSSGを除く21の会計関連団体および会計事務所からの
指摘の理由は大きく2つある。
まず1つ目にあげられる理由は次の通りである。果実生成型植物は、「経営者が意図
した方法で稼働可能にするために必要な場所及び状態」となったときに成熟していると
される。しかしながら、「経営者が意図した方法」の解釈の仕方により、果実生成型植
物を成熟とみなすタイミングが企業ごとに異なることになり、つまり、成熟とみなすタ
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（出所）ED［2013］に対して寄せられたコメントより作成。
表３ 果実生成型植物の「未成熟」と「成熟」の区別について指摘をしたED［2013］のコメント回答者
イミングが多様化することになる。
機械等の有形固定資産は、試運転を行うことにより「経営者が意図した方法」で使用
できるか否かを判断することが可能である。しかし、果実生成型植物は「生きている植
物」であり、季節や天候、その他の事象に依存しながら徐々に成長している。そのため、
果実生成型植物のもつ性質そのものは、機械等の有形固定資産と全く同じということは
できない。これが2つ目の理由である。
そこで21の会計関連団体および会計事務所が示した果実生成型植物を成熟とみなす
タイミングの提案を検討すると、次に示す3つに分類することができる。
①果実生成型植物が、はじめて果実を生成したとき
②果実生成型植物が生成する果実が、商業用としての価値を有するとき
③果実生成型植物が、成長を終えたとき
21の会計関連団体および会計事務所の見解では、②「果実生成型植物が生成する果
実が、商業用としての価値を有するときに、当該果実生成型植物を成熟とみなす」とい
う提案が大半をしめている。しかし、③「果実生成型植物が、成長を終えたとき」に果
実生成型植物を成熟したとみなさない限り、果実生成型植物は成長を続けているものの、
減価償却を開始することになる。
２ AOSSGの見解
AOSSGは、果実生成型植物の成長と減価償却開始時期について次のような見解を述
べた上で、果実生成型植物を成熟とみなすタイミングを明確にすべきだと指摘している。
果実生成型植物が成熟するタイミングを、②「果実生成型植物が生成する果実が、商
業用としての価値を有するとき」とする場合、果実生成型植物は生産量を増やすための
成長段階にあるため、生産量を増加させるために要した費用は果実生成型植物の価値の
増加として累積されることになる。つまり、果実生成型植物の価値増加のために直接必
要とした費用を見積ることが求められ、これを実際に行うことは複雑かつ困難である。
また、果実生成型植物を、③「果実生成型植物が、成長を終えたとき」の時点をもっ
て成熟とみなす場合、果実生成型植物は成長を終えており、果実生成型植物の生産可能
量は最大となっている。しかしながら、「商業用」としての価値をもつ果実を生成する
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ようになってからは長い期間が経過していることになる。
３ IASBの決定
これらの意見を受けIASBのスタッフは、成熟とは「果実生成型植物が、商業的価値
のある果実を生成し始めたとき」であるというガイダンスを追加することをIASB理事
会に提案するとしたものの（IASB2014d,par.44）、2014年6月に公表された「農業：
果実生成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正）」では、ガイダンスは追加されな
かった（IASB2014a,p.7）。
IASBによるこの決定は、果実生成型植物を保有する企業の経営者に、果実生成型植
物を成熟としてみなす際の判断を今後も委ねることを表すが、表3からわかるように、
プランテーション保有企業をはじめとする財務諸表作成者からの指摘は少ない。これは、
実務において、明確なガイダンスが存在しなくても未成熟と成熟の区別を行うことがで
きると推測できる。そこで、プランテーション保有企業の財務諸表を用いて検討する。
４ 財務諸表を用いた実務面からの検討
表4は、プランテーション保有企業がアブラヤシとゴムの木を、植樹後、成熟とみ
なすまでの期間と、成熟とみなした後に適用する減価償却方法と耐用年数を示している。
表4より、企業により多少の違いはあるがアブラヤシの場合、アブラヤシが成熟の
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（出所）各社のアニュアル・レポート（2013年度）より作成。
表４ アブラヤシとゴムの木が成熟するまでに要する期間と減価償却方法および耐用年数
状態とみなされるのは、植樹後約4年であり、ゴムの木の場合、植樹後56年である。
また、アブラヤシ、ゴムの木ともに2025年で経済的寿命をむかえると考えられている。
これらのことより、果実生成型植物を成熟とみなす具体的なガイダンスがなくても、
いずれの企業も、おおよそ同じタイミングで果実生成型植物を成熟した状態としてみな
していることがわかる。つまり、果実生成型植物を成熟とみなすタイミングに係るガイ
ダンスは、財務諸表作成時および財務諸表利用者が意思決定を行う際に重要な影響を与
えるものではく、現段階において、明確なガイダンスがないことが財務諸表の有用性に
与える影響は少ないと考える8。
Ⅳ おわりに
「農業：果実生成型植物（IAS第16号とIAS第41号の修正）」は、生物資産のうち果
実生成型植物のみを対象とした会計処理の修正である。今回の基準の修正は、AOSSGを
はじめとする諸団体の果実生成型植物の会計処理に関する懸念が改善された、有用な基準
の修正であると考えられる一方で、「果実生成型植物のもとで成長する果実の会計処理」
という新たな問題を浮き彫りとした。
果実生成型植物のもとで成長する果実は、当該果実を「成長と共に」公正価値で測定す
ることが求められている。しかしながら、成長段階にある果実の公正価値は信頼性をもっ
て測定することが難しく、また、IASBが示した当該果実の会計処理方法も、ED［2013］
のコメント回答者の指摘に対する根本的な解決策とは言い難い。よって、今後、検討と改
善が必要であると考える。
果実生成型植物の会計処理に関するもう1つの問題点であった「果実生成型植物を『成
熟』とみなすタイミング」は、ED［2013］のコメント回答者の多くが会計関連団体および
会計事務所であったこと、また、いずれのプランテーション保有企業もおおよそ同じタイミ
ングで果実生成型植物を成熟とみなしていることより、現段階において、果実生成型植物
を成熟とみなすタイミングに関するガイダンスがないことによる影響は少ないと考える。
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8 なお、岡田（2014）では、マレーシア、インドネシアおよびタイにおける生物資産の会計方針を検証
しており、ED［2013］での提案が、インドネシアおよびタイの会計方針に近い考え方であるとし、果実
生成型植物の測定方法に関して、マレーシアの会計方針を踏まえた再検討が必要であると述べている
（69 73頁）。
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